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1. 18年 9月中間期の業績 （平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期       99,972     2.1       1,307   △50.0       1,391   △49.5
17年 9月中間期       97,940     2.9       2,612   △14.2       2,754   △13.2

18年 3月期      197,635－        4,956－        5,257－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 9月中間期          500     9.7          14.22
17年 9月中間期          456   △71.3          12.96

18年 3月期         △978 －         △28.81

(注 )1.期中平均株式数 18年 9月中間期     35,223,871株 17年 9月中間期     35,243,877株
18年 3月期     35,234,670株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期       90,316       48,028     53.2      1,363.53
17年 9月中間期       86,338       50,001     57.9      1,419.38

18年 3月期       92,666       48,350     52.2      1,371.63

(注 )1.期末発行済株式数 18年 9月中間期     35,223,382株 17年 9月中間期     35,227,367株
18年 3月期     35,224,427株

2.期末自己株式数 18年 9月中間期      1,285,594株 17年 9月中間期      1,281,609株
18年 3月期      1,284,549株

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期      203,000       2,200         800

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          22円 71銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

中 間 期 末 期 末 年 間
18年 3月期 0.00 22.00 22.00
19年 3月期(実 績 ) 0.00 －
19年 3月期(予 想 ) － 22.00 22.00

(注 )18年 9月中間期末配当金の内訳 記念配当 0円 00銭 特別配当 0円 00銭

※ 上 記 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て お り ま す 。 な お 、 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手
　 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る
　 場 合 が あ り ま す 。 ま た 、 上 記 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 添 付 資 料 の ９ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。



６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 3,490,500 7,633,940 10,691,827

２．受取手形 ※2 6,596 5,546 5,140

３．売掛金 24,267,797 24,562,707 24,151,666

４．たな卸資産 3,500,327 1,655,161 1,717,321

５．短期貸付金 2,224,304 155,000 72,000

６．繰延税金資産 2,371,649 2,298,383 2,850,245

７．その他 3,413,486 2,783,665 2,691,485

８．貸倒引当金 △99,329 △100,650 △113,289

流動資産合計 39,175,332 45.4 38,993,754 43.2 42,066,398 45.4

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産 ※1

１．建物 ※3 19,592,085 25,129,003 23,078,848

２．土地 7,757,049 7,639,150 7,662,995

３．その他 ※3 3,489,076 2,304,934 3,994,358

有形固定資産合計 30,838,210 35.7 35,073,087 38.8 34,736,202 37.5

(2）無形固定資産 850,251 1.0 1,196,616 1.3 1,067,348 1.1

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券 5,922,862 3,776,176 4,067,359

２．長期貸付金 3,066,740 562,266 606,380

３．差入保証金 4,841,912 4,846,542 4,849,483

４．繰延税金資産 1,651,997 3,366,280 3,269,507

５．その他 ※１ 1,358,829 5,024,283 4,532,700

６．貸倒引当金 △1,367,478 △2,522,962 △2,528,685

投資その他の資産
合計

15,474,864 17.9 15,052,587 16.7 14,796,746 16.0

固定資産合計 47,163,326 54.6 51,322,290 56.8 50,600,297 54.6

資産合計 86,338,658 100.0 90,316,045 100.0 92,666,696 100.0

－ 43 －



前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 888,802 923,563 1,230,455

２．短期借入金 7,254,000 205,000 12,358,000

３．1年以内償還予定の
社債  － 3,808,000 －

４．未払金 2,356,031 2,339,859 2,854,510

５．未払費用 14,359,042 16,143,710 15,213,763

６．未払法人税等 2,285,291 478,458 1,981,924

７．賞与引当金 3,885,043 3,395,078 3,431,969

８．関係会社整理損失引
当金

－ 1,123,000 903,000

９．その他 2,588,199 3,658,734 3,450,336

流動負債合計 33,616,410 38.9 32,075,403 35.5 41,423,959 44.7

Ⅱ　固定負債

１．社債  － 7,192,000 －

２．退職給付引当金 2,544,549 2,819,895 2,707,603

３．役員退職慰労引当金 121,012 122,956 124,529

４．その他 55,627 77,677 59,827

固定負債合計 2,721,189 3.2 10,212,530 11.3 2,891,960 3.1

負債合計 36,337,599 42.1 42,287,934 46.8 44,315,919 47.8

（資本の部）

Ⅰ　資本金 11,933,790 13.8 － － 11,933,790 12.9

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 15,262,748 － 15,262,748

資本剰余金合計 15,262,748 17.7 － － 15,262,748 16.5

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 364,928 － 364,928

２．任意積立金 25,802,345 － 25,802,345

３．中間（当期）未処分
利益

2,275,652 － 839,562

利益剰余金合計 28,442,925 32.9 － － 27,006,835 29.1

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

283,867 0.3 － － 77,628 0.1

Ⅴ　自己株式 △5,922,273 △6.8 － － △5,930,226 △6.4

資本合計 50,001,058 57.9 － － 48,350,776 52.2

負債・資本合計 86,338,658 100.0 － － 92,666,696 100.0

－ 44 －



前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  － － 11,933,790 13.2  
－

 

－

 

２　資本剰余金   

(1) 資本準備金 － 15,262,748
 

－
 

資本剰余金合計 － － 15,262,748 16.9  
－

 

－

 

３　利益剰余金   

(1) 利益準備金 － 364,928 －  

(2) その他利益剰余

金
    

別途積立金 － 24,802,345 －  

繰越利益剰余金 － 1,528,549 －  

利益剰余金合計  － － 26,695,822 29.6  － －

４　自己株式  － － △5,931,686 △6.6  － －

株主資本合計  － － 47,960,674 53.1  － －

Ⅱ　評価・換算差額等       

１　その他有価証券評価

差額金
－ － 67,437 0.1  － －

評価・換算差額等合

計
－ － 67,437 0.1  － －

純資産合計 － － 48,028,111 53.2  － －

負債純資産合計 － － 90,316,045 100.0  － －

           

－ 45 －



(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 97,940,848 100.0 99,972,547 100.0 197,635,653 100.0

Ⅱ　売上原価 78,767,340 80.4 80,498,090 80.5 158,535,604 80.2

売上総利益 19,173,508 19.6 19,474,457 19.5 39,100,049 19.8

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

16,560,782 16.9 18,167,136 18.2 34,143,218 17.3

営業利益 2,612,726 2.7 1,307,320 1.3 4,956,830 2.5

Ⅳ　営業外収益 ※１ 175,092 0.1 174,678 0.2 370,835 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２ 33,267 0.0 90,430 0.1 70,487 0.0

経常利益 2,754,551 2.8 1,391,568 1.4 5,257,178 2.7

Ⅵ　特別利益 ※３ 416,001 0.4 3,554 0.0 968,842 0.5

Ⅶ　特別損失 ※4、5 2,154,718 2.2 292,332 0.3 7,457,372 3.8

税引前中間純利益
又は税引前当期純
損失（△）

1,015,833 1.0 1,102,790 1.1 △1,231,351 △0.6

法人税、住民税及
び事業税

1,906,000 140,000 3,049,000

法人税等調整額 △1,346,788 559,211 0.5 462,079 602,079 0.6 △3,301,402 △252,402 △0.1

中間純利益又は当
期純損失（△）

456,622 0.5 500,711 0.5 △978,948 △0.5

前期繰越利益 1,819,836 － 1,819,836

自己株式処分差損 806 － 1,325

中間（当期）未処
分利益

2,275,652 － 839,562

－ 46 －



(3)中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

 （単位：千円）

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高 11,933,790 15,262,748 15,262,748 364,928 25,802,345 839,562 27,006,835 △5,930,226 48,273,147

中間会計期間中の変動額

別途積立金の取崩     △1,000,000 1,000,000 －  －

剰余金の配当      △774,937 △774,937  △774,937

利益処分による役員賞

与
     △36,000 △36,000  △36,000

中間純利益      500,711 500,711  500,711

自己株式の取得        △2,891 △2,891

自己株式の処分      △786  1,430 643

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額）

         

中間会計期間中の変動額

合計　　　　 
－ － － － △1,000,000 688,986 △311,013 △1,460 △312,473

平成18年９月30日　残高 11,933,790 15,262,748 15,262,748 364,928 24,802,345 1,528,549 26,695,822 △5,931,686 47,960,674

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高 77,628 77,628 48,350,776

中間会計期間中の変動額

別途積立金の取崩   －

剰余金の配当   △774,937

利益処分による役員賞

与
  △36,000

中間純利益   500,711

自己株式の取得   △2,891

自己株式の処分   643

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額）

△10,191 △10,191 △10,191

中間会計期間中の変動額

合計
△10,191 △10,191 △322,664

平成18年９月30日　残高 67,437 67,437 48,028,111

－ 47 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

商品

移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

商品

同左

(2）たな卸資産

商品

同左

教材

移動平均法による原価法

教材

同左

教材

同左

未成業務支出金

個別法による原価法

未成業務支出金

同左

未成業務支出金

同左

未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

同左

未成工事支出金

同左

貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）及び通所介護施設等に係る

建物附属設備、構築物及び器具

備品については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　15～50年

構築物　　　10～20年

器具備品　　３～６年

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

 　　　同左

 

 

 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における

見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

－ 48 －



前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てる

ため、実際支給見込額基準によ

り計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

数理計算上の差異の処理年数

は、正社員、準社員、業務社員

役職分は５年、役職者を除く業

務社員分は４年であり、それぞ

れ発生の翌事業年度から定額法

により按分した額を費用処理し

ております。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

数理計算上の差異の処理年数

は、正社員、準社員、業務社員

役職分は５年、役職者を除く業

務社員分は４年であり、それぞ

れ発生の翌事業年度から定額法

により按分した額を費用処理し

ております。

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に充て

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に充て

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(5）　　────── (5）関係会社整理損失引当金

関係会社の整理に伴い発生する

と見込まれる損失に備えるため、

必要な金額を計上しております。

(5）関係会社整理損失引当金

同左

４．　　　────── ４．繰延資産の処理方法

　社債発行費については、支出時

に全額費用として処理しておりま

す。

４．　　　──────

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

５．リース取引の処理方法

同左

５．リース取引の処理方法

同左
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

６．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。なお、仮受消

費税等と仮払消費税等は相殺のう

え、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。ただし、控

除対象外消費税は販売費及び一般

管理費として処理しております。

６．消費税等の会計処理

同左

６．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。た

だし、控除対象外消費税等は販売

費及び一般管理費として処理して

おります。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

 前事業年度
　（自　平成17年４月１日 

 至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成15年10月31日　企業会計

基準適用指針第６号）を適用しており

ます。

　これにより税引前中間純利益が

131,098千円減少しております。

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成15年10月31日　企業会計基

準適用指針第６号）を適用しておりま

す。

　これにより税引前当期純損失が

131,098千円増加しております。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき当該

各資産の金額から直接控除しておりま

す。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しており

ます。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は48,028,111千円であります。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度末

（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産減価償却累

計額
         6,272,412千円          7,765,072千円         6,963,760千円

投資その他の資産のその
他（賃貸資産）減価償却
累計額

       233,580千円           264,240千円         249,789千円

※２．中間期末日満期手形 ────── 中間期末日満期手形の会

計処理については、手形交

換日を持って決済処理をし

ております。なお、当中間

会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の中

間会計期間末日満期手形が

中間会計期間末残高に含ま

れております。

受取手形　　 1,224千円

──────

※３．有形固定資産に係る国庫

補助金等の受入れによる

圧縮記帳

当中間会計期間において、

国庫補助金等の受入れによ

り、建物13,332千円、その

他3,617千円の圧縮記帳を

行いました。

なお、有形固定資産に係る

国庫補助金等の受入れによ

る圧縮記帳累計額は、建物

159,012千円、その他

21,414千円、計180,426千

円であります。 

有形固定資産に係る国庫

補助金等の受入れによる圧

縮記帳累計額は、建物

159,012千円、その他

21,414千円、計180,426千

円であります。

当事業年度において、国

庫補助金等の受入れにより、

建物13,332千円、器具備品

3,617千円の圧縮記帳を行

いました。

なお、有形固定資産に係る

国庫補助金等の受入れによ

る圧縮記帳累計額は、建物

159,012千円、構築物2,557

千円、器具備品18,856千円、

計180,426千円であります。

　４．当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行７行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を

締結しております。これら

契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行５行と当座貸越契約を締

結しております。これら契

約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を

締結しております。これら

契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次のと

おりであります。

当座貸越

極度額及

び貸出コ

ミットメ

ントの総

額

 44,514,000千円

借入実行

残高
7,245,000

差引額 37,269,000

当座貸越

極度額の

総額

23,950,000千円

借入実行

残高
198,000

差引額 23,752,000

当座貸越

極度額及

び貸出コ

ミットメ

ントの総

額

36,668,000千円

借入実行

残高
12,346,000

差引額 24,322,000

－ 51 －



（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．営業外収

益のうち

主なもの

受取利息   19,463千円

有価証券利

息
     620千円

受取配当金   51,737千円

事務受託料   43,571千円

固定資産賃

貸収入
   18,876千円

受取利息   20,532千円

  

 

 
 

受取配当金   44,493千円

事務受託料   44,095千円

固定資産賃

貸収入
 20,628千円

受取利息  38,779千円

有価証券利

息
    620千円

受取配当金 120,358千円

事務受託料 91,952千円

固定資産賃

貸収入
37,805千円

※２．営業外費

用のうち

主なもの

支払利息    21,164千円

損害賠償金

　

　  3,734千円

　　

     

支払利息  26,442千円

社債利息  15,158千円

社債発行費  32,940千円

損害賠償金  3,744千円

支払利息 49,555千円

損害賠償金

　

 11,059千円

　　

  

※３．特別利益

のうち主

なもの

関係会社株
式売却益

416,001千円

　

  

──

 

────

 

 

　

 

 

関係会社株
式売却益 416,001千円

投資有価証
券売却益 552,837千円

※４．特別損失

のうち主

なもの

貸倒引当金
繰入額

1,308,488千円

　

商品評価損 657,000千円

減損損失 131,098千円

  

 

 

　

減損損失 60,574千円

関係会社整
理損失引当
金繰入額 

 220,000千円

 

　

　

 

  

  

関係会社貸
倒引当金繰
入額

2,455,000千円

　

商品評価損 2,422,614千円

減損損失 131,098千円

関係会社株

式評価損
1,433,466千円

関係会社整
理損失引当
金繰入額 

 903,000千円
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※５．減損損失 当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失

を計上しました。
場所 用途 種類 金額(千円）

北関東滅

菌セン

ター(埼玉

県北埼玉

郡川里村)

滅菌

設備

建物

土地

その他

78,766

44,813

7,518

　当社は、単独でキャッシュ・

フローを生み出す最小の事業単

位である事業所ごとにグループ

化し、減損会計を適用しており

ます。

　その他に、本社、研修施設等

については独立してキャッ

シュ・フローを生み出さないこ

とから共有資産としております。

　このうち、上記売却予定であ

る資産については減損処理を行

い、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額しております。なお、回

収可能価額は、正味売却価額に

より測定し、不動産鑑定士によ

る鑑定評価額より処分見込費用

を控除した金額を使用しており

ます。 

当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失

を計上しました。
場所 用途 種類 金額(千円）

アイリ

スケア

ショッ

プ鎌倉

（神奈

川県鎌

倉市）

店舗 建物

土地

その他

35,508

23,845

1,220

　当社は、単独でキャッシュ・

フローを生み出す最小の事業単

位である事業所ごとにグループ

化し、減損会計を適用しており

ます。

　その他に、本社、研修施設等

については独立してキャッ

シュ・フローを生み出さないこ

とから共有資産としております。

　このうち、上記売却予定であ

る資産については減損処理を行

い、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額しております。なお、回

収可能価額は、正味売却価額に

より測定し、不動産鑑定士によ

る鑑定評価額に準拠した額より

処分見込費用を控除した金額を

使用しております。 

当事業年度において、以下の資産

について減損損失を計上いたしま

した。
場所 用途 種類 金額(千円）

北関東滅

菌セン

ター(埼玉

県鴻巣市)

 

滅菌

設備

建物

土地

その他

78,766

44,813

7,518

　当社は、単独でキャッシュ・

フローを生み出す最小の事業単

位である事業所ごとにグループ

化し、減損会計を適用しており

ます。

　その他に、本社、研修施設等

については独立してキャッ

シュ・フローを生み出さないこ

とから共有資産としておりま

す。

　このうち、上記売却予定であ

る資産については減損処理を行

い、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額しております。なお、回

収可能価額は、正味売却価額に

より測定し、不動産鑑定士によ

る鑑定評価額より処分見込費用

を控除した金額を使用しており

ます。

　６．減価償却

実施額

有形固定資
産

690,664千円

無形固定資
産

73,933千円

長期前払費
用

20,317千円

賃貸資産
16,260千円

有形固定資
産

 841,450千円

無形固定資
産

93,520千円

長期前払費
用

20,409千円

賃貸資産
  14,450千円

有形固定資
産

1,469,744千円

無形固定資
産

186,109千円

長期前払費
用

   42,036千円

賃貸資産 
 32,469千円

－ 53 －



（中間株主資本等変動計算書関係）

 当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加

　　株式数（株）

当中間会計期間減少

　　株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

 普通株式　（注） 1,284,549 1,355 310 1,285,594

 　　　　合計 1,284,549 1,355 310 1,285,594

（注）1.普通株式の増加1,355株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

2.普通株式の減少310株は、単元未満株式の買増しによる減少であります。
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

建物 16,172 2,049 14,123

有形固定
資産のそ
の他

14,930,070 8,115,859 6,814,211

無形固定
資産

2,614,758 1,513,004 1,101,754

合計 17,561,002 9,630,912 7,930,089

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

建物 16,172 4,992 11,180

有形固定
資産のそ
の他

11,921,137 5,894,477 6,026,659

無形固定
資産

2,078,487 1,202,481 876,005

合計 14,015,797 7,101,951 6,913,845

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物 16,172 3,520 12,652

有形固定
資産のそ
の他

13,877,652 7,270,032 6,607,620

無形固定
資産

2,455,620 1,603,117 852,503

合計 16,349,445 8,876,670 7,472,775

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内   3,365,342千円

１年超 4,835,616

合計 8,200,958

１年内 2,720,972千円

１年超 4,433,649

合計 7,154,621

１年内 3,000,272千円

１年超 4,717,034

合計 7,717,306

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

支払リース料   2,121,831千円

減価償却費相

当額
  1,908,573千円

支払利息相当

額
    176,201千円

支払リース料 1,916,151千円

減価償却費相

当額
1,734,242千円

支払利息相当

額
163,817千円

支払リース料 4,248,893千円

減価償却費相

当額
3,826,141千円

支払利息相当

額
 343,602千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。

(5）支払利息相当額の算定方法

同左

(5）支払利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内     25,804千円

１年超 66,993

合計 92,798

未経過リース料

１年内    25,804千円

１年超 41,188

合計 66,993

未経過リース料

１年内    25,804千円

１年超 54,091

合計 79,896

 ──────  （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

 （減損損失について）

同左

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月 1日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,419円38銭

１株当たり中間純利益   12円96銭

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、希

薄化効果を有している潜在株式が

存在していないため記載しており

ません。

１株当たり純資産額 1,363円53銭

１株当たり中間純利益    14円22銭

同左

１株当たり純資産額 1,371円63銭 

１株当たり当期純損失   28円81銭 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、１

株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。

（注）１株当たり中間純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり中間純利益金額又は１

株当たり当期純損失金額

中間純利益又は当期純損失（△）          456,622千円         500,711千円       △978,948千円

普通株主に帰属しない金額 － －         36,000千円

（うち利益処分による役員賞与金） ( － ) ( － ) （36,000千円）

普通株式に係る中間純利益又は当

期純損失（△）
         456,622千円         500,711千円    △1,014,948 千円

期中平均株式数       35,243千株           35,223千株         35,234千株

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額

中間（当期）純利益調整額 － － －

普通株式増加数  　－ － 　　－ 

（うち新株引受権）  　( － ) ( － ) ( － ) 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

(1）新株引受権（平成13

年６月28日定時株主

総会決議新株引受権

の数207,408株）。

(2）新株予約権（平成15

年６月27日定時株主

総会決議新株予約権

の数2,250個）。

(1）新株予約権（平成15

年６月27日定時株主

総会決議新株予約権

の数2,250個）。

 

(1)新株引受権（平成13年

６月28日定時株主総

会決議新株引受権の

数207,408株）。

(2)新株予約権（平成15年

６月27日定時株主総

会決議新株予約権の

数2,250個）。

（重要な後発事象）

　　    該当事項はありません。
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